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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第29期

第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自　平成20年
　　4月1日
至　平成20年
　　9月30日

自　平成20年
　　7月1日
至　平成20年
　　9月30日

自　平成19年
　　4月1日
至　平成20年
　　3月31日

売上高 (千円) 12,352,1115,346,52430,411,453

経常利益 (千円) 94,699 50,262 361,677

四半期(当期)純利益 (千円) 141,348 101,174 128,652

純資産額 (千円) ― 3,620,0493,305,087

総資産額 (千円) ― 12,391,00014,349,576

１株当たり純資産額 (円) ― 19.0 18.27

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 0.78 0.55 0.72

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 0.77 0.55 0.71

自己資本比率 (％) ― 28.4 22.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 193,413 ― 851,534

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 54,748 ― △628,580

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △338,900 ― △952,832

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 945,3301,036,068

従業員数 (名) ― 188 234

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、オーディオ・ビジュ

アル商品販売事業の譲渡を行い、同部門から撤退いたしました。これに伴い、当社の関係会社は、子会社が１

社減少しました。同部門からの撤退により減少した関係会社は、以下のとおりであります。

（オーディオ・ビジュアル商品販売事業）

　　　株式会社ハブ・ア・グッド

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

　

(1) 除外

オーディオ・ビジュアル商品販売事業を行っておりました株式会社ハブ・ア・グッド（連結子会社）

は、平成20年７月５日に株式会社シーエスロジネットに株式を１００％譲渡したため連結子会社に該当し

なくなりました。

　

（2）新規

株式会社ハブ・ア・グッドの株式を譲渡するにあたり、スポーツ事業を分離し下記会社を設立し、連結子

会社といたしました。

（名称）株式会社ファイコム　　　　　（住所）大阪府吹田市

（資本金）１０，０００千円　　　　　（主要な事業内容）スポーツ事業

（議決権に対する提出会社の所有割合）１００％

（関係内容）役員の兼任　取締役２名

　　　　　　　資金援助有り、設備の賃貸借取引有り　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 188（1,458）

(注) 1　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。

2　臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み派遣社員を除いております。　

3　従業員数が当第２四半期連結会計期間において46名減少しておりますが、主として平成20年7月5日付けでオー

ディオ・ビジュアル商品販売事業を株式会社シーエスロジネットに譲渡したことに伴う移籍、自己退職によ

るものであります。

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 17（1）

(注) 1　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。

2　臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み派遣社員を除いております。　　
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

食料品・生活雑貨小売事業 3,238,891

カラオケ関係事業 363,209

スポーツ事業 3,227

その他事業 188,404

合計 3,793,733

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

食料品・生活雑貨小売事業 4,261,585

カラオケ関係事業 858,075

スポーツ事業 108,477

その他事業 118,385

合計 5,346,524

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

（1）子会社の事業譲受

　当社子会社である株式会社音通エフ・リテールは総合100円ショップ「FLET'S」を展開しており、経

営効率の向上と持続的な成長戦略を推進しております。その一環としてＦＣ店舗を直営化することに

より、事業の更なる効率化と確かな収益確保を目的として平成20年９月16日に有限会社シーシーアー

ルの札幌地区６店舗の営業譲受契約を締結することを社長会にて決議し、平成20年10月１日に店舗譲

受契約を締結いたしました。

　　　　営業譲受に関する契約の概要は、次のとおりであります。

　なお、当該事業譲受に関するその他の事項については、「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸

表」の重要な後発事象を参照して下さい。

　　　①事業譲受元企業の概要

　　　　商　　　号　有限会社シーシーアール 

　　　　本店所在地　札幌市南区南沢三条２丁目１２－２０ 

　　　　代　表　者　塚本　俊之 

　　　　出　資　金　３００万円 

　　　　事業の内容　小売業

　　　②譲受店舗

店舗名 所在地

① FLET'S麻生店 札幌市北区

② FLET'S川沿店 札幌市南区

③ FLET'S澄川店 札幌市南区

④ FLET'S中央店 札幌市中央区

⑤ FLET'S宮の沢店 札幌市西区

⑥ FLET'S北十二条店 札幌市北区

　

　　　③譲受資産

　　　　棚卸資産、保証金、店舗設備

　

　　　④譲受価額

　　　　190,476千円
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）における我が国の経済は、原油、

原材料価格の高騰、さらには米国サブプライムローン問題に端を発した金融不安の影響など、行先の不透

明感は依然払拭されず、企業収益の低下や個人消費が伸び悩み景気の減速傾向が強まる状況で推移いた

しました。                                            

このような状況の中、当社グループにおきましては消費者のニーズを追求し、商品の開発や、タイム

リーに商品提供できるよう店舗の経営基盤の強化を進めてまいりましたが、同業他社の競争激化、原材料

価格の上昇等があり、やや厳しいものとなりました。

　　

　　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

食料品・生活雑貨小売事業

当部門におきましては、総合１００円ショップ「ＦＬＥＴ’Ｓ」直営３２店舗、ＦＣ１０店舗、

「百圓領事館」２３店舗、食料品スーパー「ＦＭＡＲＴ」１２店舗を運営し、売上高は、４２億６千

１百万円となり、営業利益は、２千１百万円となりました。

                                                                            

カラオケ関係事業

当部門におきましては、ロケーション統合やBOX向けの機器販売等で、売上高は、８億５千８百万円

となり、営業利益は、８千３百万円となりました。     

                                                                           

スポーツ事業

当部門におきましては、当第２四半期より株式会社ハブ・ア・グッドより新設分割を行い、現在ス

ポーツクラブ3店舗、ホットヨガ１店舗を運営しております。売上高は、１億８百万円となり、初期投

資の費用増で、営業損失は、７百万円となりました。 

                                                                        

　　　 その他事業

　当部門におきましては、賃貸店舗や住居の家賃収入、コインパーキング16ヶ所の売上により、売上高

は、１億１千８百万円となり、営業利益は、２千８百万円となりました。

　　　　

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における連結売上高は、５３億４千６百万円、連結営業利益７千

６百万円、連結経常利益５千万円、連結四半期純利益１億１百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　　（資産）               

流動資産は、第１四半期連結会計期間末に比べ１２億４千８百万円減少し、３８億９千２百万円となり

ました。これは、現金及び預金が２億４千万円、受取手形及び売掛金が６億３千６百万円、棚卸資産が２億

２千３百万円、繰延税金資産が２千４百万円それぞれ減少したことなどによります。 

　固定資産は、第１四半期連結会計期間末に比べ５億５千８百万円減少し、８４億７千１百万円となりま

した。これは、有形固定資産が１億４千５百万円、のれんが２億６千３百万円、差入保証金が６千７百万

円、建設協力金が１千９百万円それぞれ減少したことなどによります。 

　この結果、総資産は、第１四半期連結会計期間末に比べ１７億８千１百万円減少し、１２３億９千１百万

円となりました。

　

　　（負債）

流動負債は、第１四半期連結会計期間末に比べ２２億７千万円減少し、５０億２千４百万円となりまし

た。これは、買掛金が９億７千５百万円、短期借入金が１２億２千８百万円がそれぞれ減少したことなど

によります。 

　固定負債は、第１四半期連結会計期間末に比べ３億２千１百万円増加し、３７億４千６百万円となりま

した。これは、社債が１２億５千６百万円増加し、長期借入金が９億２千５百万円減少したことなどによ

ります。 
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　この結果、負債合計は、第１四半期連結会計期間末に比べて１９億４千９百万円減少し、８７億７千万円

となりました。 

　

　（純資産）

純資産合計は、第１四半期連結会計期間末に比べ１億６千７百万円増加し、３６億２千万円となりまし

た。これは、利益剰余金が１億円、少数株主持分が６千１百万円それぞれ増加したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連

結会計期間末に比べ１億３千７百万円減少し、９億４千５百万円となりました。 

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであり

ます。 

                                                                                 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、１億９千３百万円となりました。これは主として、棚卸資産の増加１

億１千１百万円、仕入債務の減少２億２千６百万円がありましたが、売上債権の減少３億１千５百万円、

減価償却費２億３千万円及びのれん償却９千８百万円によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は、５千４百万円となりました。これは主として、スポーツクラブ

「JOYFIT」の店舗出店、総合１００円ショップ「FLET’S」「百圓領事館」の店舗改修による有形固定資

産の取得による支出１億７千５百万円がありましたが、賃貸用不動産の売却による収入７千８百万円、子

会社である株式会社ハブ・ア・グッドの株式の売却による収入１億５千６百万円によるものでありま

す。                                      

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、３億３千８百万円となりました。これは主として、社債発行による収

入１３億９千７百万円、短期借入れによる収入９億５千５百万円、株式の発行による収入６千３百万円及

び自己株式の売却による収入８千８百万円、少数株主からの払込による収入３億１千５百万円がありま

したが、短期借入金の返済による支出１７億３千万円、長期借入金の返済による支出１３億６千９百万

円、社債の償還による支出６千万円及び配当金の支払４千１百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

　(5) 研究開発活動

　　 該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

①提出会社

　　当第２四半期連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。

　

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)
賃貸資産

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

工具器具

及び備品
合計

倉庫物件

(兵庫県伊丹市)
その他事業 倉庫設備 － 17,520 －

30,000

(127.43)
144 47,665 －

　

　　　②国内子会社

　　　　　当第２四半期連結会計期間に以下の設備を譲渡いたしました。

　

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)
賃貸資産

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

工具器具

及び備品
合計

㈱ファ

イコム

店舗物件

(福岡市中央区)
スポーツ事業 店舗物件 － 34,992 － － 3,42838,421

1

(7)

（注）従業員の数の（外書）は、臨時従業員であります。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 355,000,000

計 355,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 185,649,845185,649,845
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 185,649,845185,649,845― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年11月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しており
ます。

株主総会の特別決議日（平成14年6月27日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個） 4

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 75,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり10

新株予約権の行使期間 平成16年7月1日～平成21年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 10　　
 資本組入額　5

新株予約権の行使の条件
 相続人による行使は認めない。
 1単元未満の行使は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

株主総会の特別決議日（平成15年6月27日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)
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新株予約権の数（個） 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 151,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり10

新株予約権の行使期間 平成17年7月1日～平成22年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 10　　
 資本組入額　5

新株予約権の行使の条件
 相続人による行使は認めない。 
 1単元未満の行使は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

株主総会の特別決議日（平成16年6月29日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 159

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,146,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり21

新株予約権の行使期間 平成18年7月1日～平成23年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　21
資本組入額　11

新株予約権の行使の条件
相続人による行使は認めない。 
1単元未満の行使は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

　

株主総会の特別決議日（平成17年6月29日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個)
 (当社代表取締役及び専務取締役）3,000
（役員及び従業員）              1,688
  　　　　計　　　　　　　　　　4,688

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 21,096,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり63
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新株予約権の行使期間

（代表取締役及び専務取締役）
　平成17年8月30日～平成32年8月29日
（役員及び従業員）
　平成19年6月30日～平成27年6月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　63
資本組入額　32

新株予約権の行使の条件
相続人による行使は認めない。 
1単元未満の行使は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日（平成19年6月28日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個)

（当社代表取締役及び専務取締役）771
（当社監査役）90　　（当社従業員）604
 (子会社取締役）120　（子会社従業員）217
（業務委託取引先会社の役員）60　　計1,862

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)

（当社代表取締役及び専務取締役）771,000 
（当社監査役）90,000　　（当社従業員）604,000 
 (子会社取締役）120,000　（子会社従業員）217,000 
（業務委託取引先会社の役員）60,000　　計1,862,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)  1株当たり48

新株予約権の行使期間 平成22年8月24日～平成27年8月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　48
資本組入額　24

新株予約権の行使の条件
相続人による行使は認めない。 
1単元未満の行使は認めない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(3) 【ライツプランの内容】

　

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日
（注）

253,800185,649,8451,4311,455,5441,4041,424,386

(注)　新株予約権の行使による増加であります。

　

EDINET提出書類

株式会社音通(E02912)

四半期報告書

12/40



(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％)

株式会社 デジユニット 大阪府吹田市垂水町3丁目34―15 51,493 27.74

株式会社 第一興商 東京都品川区北品川5丁目5―26 15,079 8.12

株式会社　フラグシップＰＥ 東京都港区赤坂2丁目17-22 3,500 1.89

岡村　邦彦 京都府京都市西京区 3,426 1.85

仲川　進 京都府京都市西京区 3,426 1.85

株式会社 エム・ティー・エー 大阪市淀川区三国本町1丁目14―26 3,132 1.69

三栄文化機器 株式会社 兵庫県伊丹市安堂寺町1丁目122 3,118 1.68

アサヒコミュニケ－ション

ネットワーク株式会社
大阪市淀川区三国本町1丁目14―12 3,118 1.68

音通取引先持株会 大阪府吹田市垂水町3丁目34―15 2,600 1.40

小林　護 兵庫県尼崎市 2,019 1.09

計 ― 90,915 48.97
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

760,000
― ―

完全議決権株式(その他) 183,476,000 183,476 ―

単元未満株式 1,413,845― ―

発行済株式総数 185,649,845― ―

総株主の議決権 ― 183,476 ―

(注)　1　発行済株式は全て普通株式であります。

　　  2　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には証券保管振替機構名義の株式が31,000株含まれており、「議決権の数」欄

には、同機構名義の株式に係る議決権31個を含めております。

　　　3　「単元未満株式」欄の普通株式は、自己株式103株、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社音通

大阪府吹田市垂水町
三丁目34番15号

760,000― 760,000 0.41

計 ― 760,000― 760,000 0.41

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 33 34 29 28 23 21

最低(円) 25 28 23 20 20 18

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。　
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,267,443

※2
 1,451,895

受取手形及び売掛金 849,994 1,677,990

商品 1,266,314 1,365,261

前払費用 208,754 209,764

繰延税金資産 10,343 30,583

その他 296,264 403,480

貸倒引当金 △6,652 △4,889

流動資産合計 3,892,463 5,134,086

固定資産

有形固定資産

賃貸資産（純額） ※1, ※3
 1,003,705

※1, ※3
 941,453

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 2,149,188

※1, ※2
 2,179,586

土地 850,089 948,133

その他（純額） ※1
 283,628

※1
 414,031

有形固定資産合計 4,286,611 4,483,204

無形固定資産

のれん 704,851 1,021,760

その他 21,699 35,812

無形固定資産合計 726,550 1,057,573

投資その他の資産

投資有価証券 129,100 153,014

建設協力金 1,031,325 1,070,105

差入保証金 1,684,090 1,790,977

繰延税金資産 155,867 165,768

その他 489,949 526,275

貸倒引当金 △31,510 △31,768

投資その他の資産合計 3,458,823 3,674,374

固定資産合計 8,471,985 9,215,152

繰延資産 26,550 337

資産合計 12,391,000 14,349,576
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,750,524 2,765,483

短期借入金 ※2
 780,112

※2
 1,875,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,826,812

※2
 1,984,202

1年内償還予定の社債 204,000 100,000

未払法人税等 59,987 136,729

賞与引当金 2,771 19,899

その他 ※2, ※3
 400,540

※2, ※3
 488,516

流動負債合計 5,024,748 7,369,830

固定負債

社債 1,256,000 －

長期借入金 ※2
 2,153,153

※2
 3,339,041

退職給付引当金 19,813 58,930

その他 ※2
 317,236

※2
 276,686

固定負債合計 3,746,202 3,674,658

負債合計 8,770,950 11,044,489

純資産の部

株主資本

資本金 1,455,544 1,422,141

資本剰余金 1,497,851 1,548,824

利益剰余金 640,212 540,323

自己株式 △37,208 △209,534

株主資本合計 3,556,400 3,301,754

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △42,730 △39,952

評価・換算差額等合計 △42,730 △39,952

新株予約権 7,241 4,224

少数株主持分 99,138 39,061

純資産合計 3,620,049 3,305,087

負債純資産合計 12,391,000 14,349,576
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 12,352,111

売上原価 9,117,504

売上総利益 3,234,606

販売費及び一般管理費 ※
 3,091,593

営業利益 143,013

営業外収益

受取利息 19,798

その他 7,814

営業外収益合計 27,613

営業外費用

支払利息 66,182

持分法による投資損失 2,589

その他 7,155

営業外費用合計 75,928

経常利益 94,699

特別利益

持分変動利益 204,658

有価証券売却益 297,715

特別利益合計 502,374

特別損失

有価証券売却損 568

固定資産売却損 58,481

店舗閉鎖損失 8,104

減損損失 355,593

特別損失合計 422,748

税金等調整前四半期純利益 174,324

法人税、住民税及び事業税 57,926

過年度法人税等戻入額 △26,233

法人税等調整額 3,072

法人税等合計 34,765

少数株主損失（△） △1,789

四半期純利益 141,348
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 5,346,524

売上原価 3,799,328

売上総利益 1,547,195

販売費及び一般管理費 ※
 1,470,436

営業利益 76,759

営業外収益

受取利息 9,519

その他 713

営業外収益合計 10,232

営業外費用

支払利息 32,083

持分法による投資損失 1,297

その他 3,347

営業外費用合計 36,728

経常利益 50,262

特別利益

持分変動利益 204,658

有価証券売却益 297,715

特別利益合計 502,374

特別損失

有価証券売却損 568

固定資産売却損 52,896

店舗閉鎖損失 2,779

減損損失 355,593

特別損失合計 411,838

税金等調整前四半期純利益 140,798

法人税、住民税及び事業税 58,274

過年度法人税等戻入額 △26,237

法人税等調整額 7,480

法人税等合計 39,517

少数株主利益 106

四半期純利益 101,174
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 174,324

減価償却費 230,915

減損損失 355,593

のれん償却額 98,781

株式交付費償却 615

社債発行費償却 634

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,504

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,164

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,734

受取利息及び受取配当金 △20,526

支払利息 66,172

持分法による投資損益（△は益） 2,589

持分変動損益（△は益） △204,658

有形固定資産売却損益（△は益） 58,481

有価証券売却損益（△は益） △297,146

売上債権の増減額（△は増加） 315,546

たな卸資産の増減額（△は増加） △111,561

仕入債務の増減額（△は減少） △226,613

前払費用の増減額（△は増加） △46,326

預け金の増減額（△は増加） △20,302

預り金の増減額（△は減少） △42,772

店舗閉鎖損失 8,104

その他の資産・負債の増減額 △2,808

小計 347,978

利息及び配当金の受取額 20,526

利息の支払額 △64,899

法人税等の支払額 △110,191

営業活動によるキャッシュ・フロー 193,413
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 10,000

定期預金の預入による支出 △24,086

有形固定資産の取得による支出 △175,943

有形固定資産の売却による収入 78,410

無形固定資産の取得による支出 △441

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 3,968

子会社株式の取得による支出 △21,900

短期貸付金の回収による収入 1,916

長期貸付けによる支出 △1,800

長期貸付金の回収による収入 96,822

建設協力金の回収による収入 41,218

差入保証金の差入による支出 △183,953

差入保証金の回収による収入 83,220

預り保証金の受入による収入 16,300

預り保証金の返還による支出 △11,310

のれんの取得による支出 △14,546

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

156,924

その他 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー 54,748

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 955,335

短期借入金の返済による支出 △1,730,223

長期借入れによる収入 75,000

長期借入金の返済による支出 △1,369,278

社債の発行による収入 1,397,141

社債の償還による支出 △60,000

割賦債務の返済による支出 △30,486

リース債務の返済による支出 △2,400

株式の発行による収入 63,458

少数株主からの払込みによる収入 315,642

自己株式の取得による支出 △223

自己株式の売却による収入 88,200

配当金の支払額 △41,067

財務活動によるキャッシュ・フロー △338,900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △90,737

現金及び現金同等物の期首残高 1,036,068

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 945,330
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

当第２四半期連結会計期間から、新たに株式会社ハブ・ア・グッドから新設分割した株式会社ファイコ

ムを連結の範囲に含めており、また株式会社ハブ・ア・グッドの株式を100％譲渡したため、連結範囲から

除外しております。

２　会計方針の変更

　(1) 重要な減価償却資産の減価償却方法の変更

第１四半期連結会計期間から、連結子会社である㈱音通マルチメディア、㈱ジャムテック、㈱音通ア

ミューズメント、㈱ビデオエイティーは、賃貸資産（機械及び装置）の減価償却方法を従来の定率法から

定額法に変更いたしました。

　この変更は、カラオケ関係事業において、自己資産及びリース資産を賃貸し、リース資産の占める割合が

増大しており、「リース取引に関する会計基準」を適用し、定額法における減価償却を行うことに伴い、自

己資産の減価償却方法を定額法に変更することにより、賃貸収益と賃貸原価との合理的な対応を図り、適

正な費用配分を行うためであります。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益は、それぞ

れ38,221千円増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(2)リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計審議会第一部会　平成5年6月17日、企業

会計基準委員会　平成19年3月30日改正　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会　平成6年1月18日、企業会計基準委員会　平成19年3月30日改

正　企業会計基準適用指針第16号）が平成20年4月1日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法

によっております。 

　ただし、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引につきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用しております。 

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は、軽微でありま

す。 

 

 (3)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

棚卸資産　　

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）を

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。 

　この結果、売上総利益及び営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

①一般債権の貸倒見積高の算定につきましては、当第２四半期連結累計期間末の貸倒実績率等が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率を適用しております。

　②繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か　　　つ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので前連結会計年度において使用した将来の

業績予測やタックス・プランニングを適用しております。

　③棚卸資産の簿価切下げにつきましては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を

見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　連結納税制度の適用
　当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　2,146,816千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　2,091,862千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおり

であります。

　(1) 担保提供資産　　　　　　　　　　（帳簿価額）

現金及び預金 308,113千円

建物 20,703千円

　　計 328,816千円

　(2) 上記に対応する債務

短期借入金 208,670千円

長期借入金 1,145,548千円

　(1年以内返済予定を含む)

割賦債務 7,193千円

リース債務 8,496千円

　　計 1,396,907千円
 

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおり

であります。

　(1) 担保提供資産　　　　　　　　　　（帳簿価額）

現金及び預金 399,827千円

建物 21,445千円

　　計 421,272千円

　(2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

長期借入金 1,557,616千円

　(1年以内返済予定を含む)

割賦債務 21,579千円

　　計 1,729,195千円
 

※３　所有権が留保されている資産　

　　　賃貸用資産等の一部については、割賦払の方法で購入しているた

め所有権が留保されており、その代金及び支払利息の未払は、

71,522千円であります。

※３　所有権が留保されている資産　

　　　賃貸用資産等の一部については、割賦払の方法で購入しているた

め所有権が留保されており、その代金及び支払利息の未払は、

56,901千円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。

　　　給与手当　　　　　　　　　　　406,957千円
      雑給　　　                    620,198千円
      賞与引当金繰入額　　　         16,164千円
      地代家賃　　　　              625,899千円
      支払手数料　　　            　361,564千円
      貸倒引当金繰入額　　          　5,133千円
      退職給付費用　　　　          　5,259千円
      減価償却費　　　              141,129千円
      のれん償却額　　　　           98,781千円

　

　　　第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。
　　　給与手当　　　　　　　　　　　185,180千円
      雑給　　　                    308,953千円
      賞与引当金繰入額　　　          △350千円
      地代家賃　　　　              306,854千円
      支払手数料　　　            　169,150千円
      貸倒引当金繰入額　　          　3,827千円
      退職給付費用　　　　　　　　　　1,459千円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　 67,311千円
　　　のれん償却額　　　　　　　　　 45,121千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 1,267,443千円

預入期間が３か月超の定期預金 △322,113千円

現金及び現金同等物 945,330千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 185,649,845

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 760,103

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 ―　 ― 7,241

合計 ― 7,241

　
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 41,067 0.23平成20年3月31日 平成20年6月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 42,524 0.23平成20年9月30日 平成20年12月15日

　　　　

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

(千円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前期末残高 1,422,1411,548,824540,323△209,5343,301,754

当第２四半期連結会計期間末までの
変動額

　新株の発行　※1・※2 33,403 33,376 66,780

　剰余金の配当 △41,067 △41,067

　四半期純利益 141,348 140,956

　自己株式の取得 △223 △223

　自己株式の処分　※3 △84,350 172,550 88,200

 連結除外による減少高　※4 △391 △391

当第２四半期連結会計年度末までの
変動額合計

33,403△50,973 99,889 172,326254,645

当第２四半期連結会計期間末残高 1,455,5441,497,851640,212△37,2083,556,400
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※　 1　平成20年6月25日付で第三者割当による増資に伴って、資本金及び資本準備金がそれぞれ31,500千円増加いたし

ました。

2　新株予約権の行使に伴って,資本金が864千円、資本準備金が837千円それぞれ増加いたしました。

3　平成20年6月25日付で自己株式3,500千株の処分をいたしました。

4　平成20年7月5日付で㈱ハブ・ア・グッドの株式を100％譲渡に伴い、連結を除外いたしました。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の

賃貸借取引に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高

は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

　

　

　

　

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末と比較して著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

　

　

　

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行ってないため、該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　1,502千円
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

食料品・生活
雑貨小売事業
(千円)

カラオケ関係
事業
(千円)

 
スポーツ事業
(千円)
 

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,261,585858,075108,477118,3855,346,524 － 5,346,524

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

21,903 684 － 102,973125,560(125,560) －

計 4,283,489858,759108,477221,3585,472,084(125,560)5,346,524

　営業利益又は
　営業損失（△）

21,209 83,624△7,184 28,370126,020(49,260)76,759

(注)　1　事業の区分は、市場の類似性を考慮し、各事業の内容より区分を行っております。

2　各区分の主な事業内容と主な取扱製品・商品（役務を含む）は次のとおりであります。

セグメント区分 事業内容 取扱商品等

食料品、
生活雑貨
小売
事業

・総合１００円ショップ「FLET’S」及び「百圓領事館」等の店舗運営
・食品スーパー「F　MART」等の店舗の運営
・１００円ショップ向け雑貨商品の企画・輸入・販売

食料品
生活雑貨
生鮮食料
その他

カラオケ
関係事業

・カラオケ機器及び関連商品の販売
・業務用ゲーム機器の販売及び賃貸
・ゲームセンターの運営

カラオケ関連機器
ゲーム機器

スポーツ事業
・スポーツクラブ「JOYFIT」の経営
・ホットヨガスタジオ「LAVA」の経営

スポーツ関連

その他事業
・不動産・店舗設備の賃貸
・コインパーキング事業

不動産・駐車場関連
 

 3　会計方針の変更

　（重要な減価償却資産の減価償却方法の変更）

　「四半期財務諸表作成にための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間か

ら、連結子会社である㈱音通マルチメディア、㈱ジャムテック、㈱音通アミューズメント、㈱ビデオエイティーは、

賃貸資産（機械及び装置）の減価償却方法を従来の定率法から定額法に変更いたしました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、カラオケ関係事業の営業利益が20,606千円増加しておりま

す。

4　㈱ハブ・ア・グッドを平成20年７月１日付けで会社分割を実施し、新設会社の㈱ファイコムにスポーツ事業を

承継し、平成20年７月５日付けでオーディオ・ビジュアル商品販売事業の㈱ハブ・ア・グッドを譲渡いたしまし

た。

5　当第２四半期連結会計期間において、㈱ハブ・ア・グッドの全株式を売却しオーディオ・ビジュアル商品販売

事業より撤退いたしました。それに伴い、オーディオ・ビジュアル商品販売事業の資産は、第１四半期連結会計期

間末に比べ1,281,721千円減少しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

食料品・生活
雑貨小売事業
(千円)

カラオケ関係
事業
(千円)

オーディオ・
ビジュアル商
品販売事業
(千円)

 
スポーツ事業
(千円)
 

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,716,1541,671,5411,514,334222,982227,09912,352,111 － 12,352,111

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

41,536 1,368 － － 207,068249,973(249,973） －

計 8,757,6901,672,9091,514,334222,982434,16812,602,084(249,973)12,352,111

　営業利益又は
　営業損失（△）

58,550160,344 6,394△37,039 48,816237,066(94,053）143,013

(注)　1　事業の区分は、市場の類似性を考慮し、各事業の内容より区分を行っております。

2　各区分の主な事業内容と主な取扱製品・商品（役務を含む）は次のとおりであります。

セグメント区分 事業内容 取扱商品等

EDINET提出書類

株式会社音通(E02912)

四半期報告書

30/40



食料品、
生活雑貨
小売
事業

・総合１００円ショップ「FLET’S」及び「百圓領事館」等の店舗運営
・食品スーパー「F　MART」等の店舗の運営
・１００円ショップ向け雑貨商品の企画・輸入・販売

食料品
生活雑貨
生鮮食料
その他

カラオケ
関係事業

・カラオケ機器及び関連商品の販売
・業務用ゲーム機器の販売及び賃貸
・ゲームセンターの運営

カラオケ関連機器
ゲーム機器

オーディオ
・ビジュアル
商品販売事業

・レンタル用コンパクトディスク・ビデオソフト・
　その他関連商品の卸販売

コンパクトディスク
ビデオソフト

スポーツ事業
・スポーツクラブ「JOYFIT」の経営
・ホットヨガスタジオ「LAVA」の経営

スポーツ関連

その他事業
・不動産・店舗設備の賃貸
・コインパーキング事業

不動産・駐車場関連

　　　3　会計方針の変更

　（重要な減価償却資産の減価償却方法の変更）

「四半期財務諸表作成にための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間か

ら、連結子会社である㈱音通マルチメディア、㈱ジャムテック、㈱音通アミューズメント、㈱ビデオエイティーは、

賃貸資産（機械及び装置）の減価償却方法を従来の定率法から定額法に変更いたしました。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、カラオケ関係事業の営業利益が38,221千円増加しておりま

す。

4　㈱ハブ・ア・グッドを平成20年７月１日付けで会社分割を実施し、新設会社の㈱ファイコムにスポーツ事業を

承継し、平成20年７月５日付けでオーディオ・ビジュアル商品販売事業の㈱ハブ・ア・グッドを譲渡いたしまし

た。

　従いまして、オーディオ・ビジュアル商品販売事業における各数値は、第１四半期のみの数値を記載しておりま

す。

5　当第２四半期連結会計期間において、㈱ハブ・ア・グッドの全株式を売却しオーディオ・ビジュアル商品販売

事業より撤退いたしました。それに伴い、オーディオ・ビジュアル商品販売事業の資産は、第１四半期連結会計期

間末に比べ1,281,721千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
当連結会計期間の全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦の割合」は、100％であるため、その記載を省略

しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
当連結累計期間の全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦の割合」は、100％であるため、その記載を省略

しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
当連結会計期間の海外売上高はないため、その記載を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
当連結累計期間の海外売上高はないため、その記載を省略しております。
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(企業結合等関係)
当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

　（新設分割）

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含
む取引の概要

　(1)結合企業当事企業または対象となった事業の名称及びその事業内容
株式会社ハブ・ア・グッドにおけるスポーツ事業

(2)企業結合の法的形式
分割会社の営業の一部を承継会社（新設会社）が承継する新設分割

(3)結合後企業の名称
株式会社ファイコム

(4)取引の目的を含む取引概要
新設分割の目的
株式会社ハブ・ア・グッドはＡＶ卸売事業と新規事業であるスポーツ事業を経営しておりますが、
経営資源の選択と集中を推進し、新規事業に対する責任の明確化と意思決定の迅速化を目的として
おります。
新設分割の日
平成20年７月４日

２　実施した会計処理の概要
(1)共同支配下の取引として承継させた資産及び負債は、移転前日に付された適正な帳簿価額を引き継が
せ、その資産と負債の差額を子会社株式として処理しました。

(2)分割により承継させた資産・負債

流動資産 40,418千円

固定資産 560,791千円

合計 601,210千円

流動負債 154,955千円

固定負債 436,255千円

合計 591,210千円
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

19円 00銭 18円 27銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 78銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 77銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 141,348

普通株式に係る四半期純利益(千円) 141,348

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 181,873

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株)

582

普通株式増加数(千株) 582

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 55銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 55銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 101,174

普通株式に係る四半期純利益(千円) 101,174

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 181,873

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株)

187

普通株式増加数（千株） 187

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

　

　 当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

事業の譲受

１　事業の譲受内容

　①事業譲受元企業の名称

　　　　有限会社シーシーアール
　　 ②取得した事業の内容
　　　　総合100円ショップ「FLET'S」６店舗

店舗名 所在地

① FLET'S麻生店 札幌市北区

② FLET'S川沿店 札幌市南区

③ FLET'S澄川店 札幌市南区

④ FLET'S中央店 札幌市中央区

⑤ FLET'S宮の沢店 札幌市西区

⑥ FLET'S北十二条店 札幌市北区
　　 ③企業結合を行った主な理由

　　 直営化することによる収益力の増加を目的としております。

　④企業結合日

　　　　平成20年10月１日
　　 ⑤企業結合の法的形式
　　　　当社グループの株式会社音通エフ・リテールによる営業譲受
　　 ⑥結合後企業の名称
　　　　株式会社音通エフ・リテール

２　譲受価額及び決済方法

　　 譲受価額　　　190,476千円

        決済方法      現金決済

３　発生したのれんの金額等

     ①のれんの金額　　61,904千円
　　 ②発生原因：今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
　　 ③償却方法及び償却期間：のれん償却については10年で均等償却を行うこととしております。
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２【その他】

　

第29期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月11日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額                                  　 ４２百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　２３銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成20年12月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社　音通

取締役会　御中

　

霞が関監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　本　　勝　美　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　本　　　　隆　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社音通の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20

年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社音通及び連結子会社の平成20年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成

績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、連結子会

社４社は、第１四半期連結会計期間から賃貸資産(機械及び装置)の減価償却方法を定率法から定額法に

変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、総合100円ショップ６店舗の事業を譲り受けた。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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